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はじめに

OECD諸国の公益事業業界では改革によって規制方法が根本的に変わり、これまで規

制されていた伝統的な国営の公益事業業界に変革がおきています。これまでの国による

管理と規制に代わって、競争と市場原理への依存度が増したことにより、効率性、イノ

ベーション、消費者ニーズへの対応がより重視されるようになっているのです。

しかし、現在までのところ郵便部門ではこうした改革はほとんど行われていません。

大半のOECD諸国の郵便部門は依然として、今でも競争から保護されている垂直統合型

の国営独占企業体によって支配されています。

しかし、こうした独占体制も徐々に崩壊しつつあります。ファックス、インターネッ

ト、電子メール、電子マネー決済などあらゆる形の電子通信が、郵便事業の屋台骨を揺

るがせているのです。同時に、文書類や小包の速達という「料金が高めの」市場につい

ても、宅急便業者によって脅かされています。こうした競争により、郵便事業体はユニ

バーサルサービス義務に耐えられなくなってしまう恐れがあります。

郵便部門は経済の中核的なインフラ部門の１つです。郵便部門の効率性と顧客ニーズ

への対応力が改善すれば、経済成長が刺激され、グローバル化が促されるとともに、電

子商取引の普及も容易になる可能性があります。

郵便部門の自由化は、単に既存の規制による管理を撤廃すればよいという問題ではあ

りません。郵便部門の改革は、雇用やユニバーサルサービスの問題を考慮しつつ、慎重

に取り組んでいく必要があります。特に、基本的なサービスについては誰でも受けられ

るようにする新規制を導入するよう配慮しなければなりません。改革に乗り出している

国のこれまでの状況からすると、その前途は有望のようです。

本政策フォーカスは、競争法・政策委員会作業部会の円卓会議に基いて1999年10

月に出版されたOECD報告書「郵便部門の競争促進」の分析と結論を基に作成され

たものです。

郵便部門の競争促進

Promoting Competition in the Postal Sector
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OECD諸国の郵便事業体は現在、2つの主要

課題に直面している。

■ 第一に、電子通信や宅急便業者との競争

激化への対処
■ 第二に、効率性と顧客ニーズへの対応力

の改善や赤字縮小のための内部改革とリ

ストラ

電子通信の脅威は深刻である。電子通信シ

ステムの品質向上、高速化、普及により、電

気通信はますます物理的な郵便に取って代わ

りつつあり、一部では従来の収入の流れが脅

かされている。米国郵政公社総裁は次のよう

に予測している。

「郵便事業は過去5年間に、事業者間第一種

郵便の収入の約35％、金額にして60億ドルが、

電子メール、電話会議、ファックスに奪われた。

これらの電子サービス、中でも電子メールとフ

ァックスが、郵便事業の全収入の57％を占め

る第一種郵便の市場に食い込んでいる。」

カナダ・ポストは、こうした動きによりユ

ニバーサルサービスの維持が困難になるので

はないかと懸念している。

「書状の取扱量の伸びは宅配便やファック

ス、電子メール、電子振り替えなどの電子サ

ービスとの競争のあおりを受け、もはや経済

全体の成長ペースを下回っている。特に、カ

ナダ・ポストの書状郵便サービスの主な利用

者（銀行、公益事業会社、クレジットカード
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郵便事業体が今日直面している
課題は何か

会社など）は、電子サービスの費用効率が高

ければそれに移行する可能性が高い。こうし

た状況から、手ごろな均一料金でユニバーサ

ルサービスを今後とも続けていけるかどうか

深刻な脅威にさらされている。」

ある研究によれば、郵便事業体が最も大き

な打撃を受けるのは事業者間と事業者・個人

間の市場で、15～30％の収入減が予測されて

いる。

しかし、この収入減は、一部の郵便物、特

に通信販売業界の成長に伴う小包の伸びによ

って、一部相殺されると見られている。

二つ目の重要な課題は郵便事業体自身の改

革である。大半のOECD諸国では、郵便事業

体は巨大企業で、多数の従業員を雇い、通常

（例外もあるが）多額の赤字を垂れ流している。

例えばイタリアでは、郵便事業体の損失は収

入の12％にも達している。

過去10年間、多くの国が、国営事業改革や

法人化と呼ばれるプロセスを通して郵便事業

体の構造やガバナンスの改革を行ってきた。

こうした改革は、概して収益力、サービスの

質、生産性、効率性の大幅な改善につながっ

ている。例えば、ニュージーランドでは下記

の成果が挙がっている。

郵便事業体が今でも中央省庁の一部門とな

っている国には米国、日本、韓国などがある

が、この3ヶ国でも法人化に向けた政策の動き

が見られる。郵便事業体の民営化を行った国

は現時点ではオランダのみである。

法人化：改革への第一歩

法人化は、中央省庁や一部門を、他の民間

企業と同じような構造、ガバナンス制度、義

務、責任をもつ法人へと転換するプロセスで

ある。ニュージーランドでは、ニュージーラ

ンド・ポストの法人化が、この事業体の業績

改善への重要な一歩となった。民営化以降の

10年間（1987～1998年）に次のような効果

が認められた。
■ 生産性：1987年以降、人員は40％減り、

取扱量は20％増加した。
■ 収益力：1986～87年には3,790万NZドルの

損失を計上していたが、1996～97年には

4,770万NZドルの税引後利益を計上した。

■ 料金：1998年の書状の基本料金が名目で

1987年当時と同じ（40セント）というこ

とは、実質的には大幅な料金引き下げで

ある。しかも、地方への配達料（地方へ

の配達にかかる追加料金）も1995年には

廃止されている。大口顧客の企業には数

量割引と事前仕分け割引が適用されるよ

うになった。
■ サービスの質：基本料金での書状配達の

質が大幅に改善された。

出典：ニュージーランド商務省「ニュージーランドの郵

便サービス」、1998年5月


